
契約実施計画番号

納　期　ま　た　は　工　期

調　達　要　求　番　号

納地または工事場所

単位

物　品　番　号

部品番号　または　規格

仕　様　書　番　号

品名　または　件名
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銘　　柄 使　用　期　限　等 グ　ル　ー　プ

搬　入　場　所
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号第
  令和8年7月16日

                                契約担当官

                                陸上自衛隊航空学校

                                会計課長  横地　康弘

以下のとおり一般競争入札を実施するので、「入札及び契約心得」及び「契約条項」を承知のうえ参加されたい。

6KP516000810 6KPB1AR0053

ST1.00

明野駐屯地

令和8年8月17日（月）～令和8年9月4日（金）航空学校研究部　岡本２曹（６８１）

航空学校

0001

数 量

２　競争参加資格

　　次のいずれかであること

　　全省庁統一資格の「役務の提供等」に係る等級がA、B、C、D等級であること

　　ただし、細部は注意事項による。

３　契約条項を示す場所

　　陸上自衛隊明野駐屯地会計課事務室

４　説明会及び入札執行の日時場所

　　説明会日時場所：実施しない

　　入札日時場所　：令和8年8月3日（月）10時00分　入札室

５　保証金

　　入札保証金：免除　契約保証金：免除

６　落札決定方式及び契約方式

　　落札決定方式：総品目総額　契約方式：一般競争

７　注意事項

　　別紙のとおり

51公告

１　入札事項

公 告

電磁干渉に係る試験実施に伴う航空機の機能確認のための技術援助役務（ＯＨ－１）

仕様書のとおり

役務



別紙
注意事項

１  競争に参加する者に必要な資格に関する事項
　　　次の各項目のすべての条件を満たす者
 (1)  予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人
　　又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由が
　　ある場合に該当する。
 (2)  予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。
 (3)  令和７・８・９年度全省庁統一資格「役務の提供等」Ｄ等級以上で競争参加地域「東海・北

　　陸」の資格を有する者。
 (4)  都道府県警察から暴力団関係業者として防衛省が発注する工事等から排除するよう要請があ
　　り、当該状態が継続している有資格業者については、競争参加を認めない。
 (5)  入札後、契約を締結するまでの間に、都道府県警察から暴力団関係業者として防衛省が発注
　　する工事等から排除するよう要請があり、当該状態が継続している有資格業者とは契約を行わ
　　ない。
 (6)  入札心得に定める「暴力団排除に関する誓約事項」に基づく誓約を行わない者の競争参加を
　　認めない。 
 (7)  契約担当官等から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。（協力者を含む。)
 (8)  大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備庁長官又は陸上幕僚長から「装備品等及び役務の
　　調達に係る指名停止等の要領」に基づく指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。
 (9)  前号により現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であって、当該者
　　と同種の物品の売買又は製造若しくは役務請負について防衛省と契約を行おうとする者でない
　　こと。ここでいう「資本関係又は人的関係にある」場合とは、次に定める基準のいずれかに該
　　当する場合をいう。
　　ア　資本関係がある場合
　　　　次の(ｱ)又は(ｲ)に該当する二者の場合。ただし､(ｱ)については子会社（会計法（平成１７
　　　年法律第８６号）第２条第３号及び会社法施行規則（平成１８年法務省令第１２号）第３条
　　　の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は(ｲ)について子会社の一方が会社更生法(昭和
　　　２７年法律第１７２号）第２条第７項に規定する更正会社(以下「更正会社」という。）又
　　　は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２条第４号に規定する再生手続（以下「再正
　　　手続」という。）が存続中の会社である場合を除く。
　 　 (ｱ) 親会社（会社法第２条第４号及び会社法施行規則第３条の規定による親会社をいう。以
　　　　下同じ。）と子会社の関係にある場合
　　  (ｲ) 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合
　  イ　人的関係にある場合
　　　　次の(ｱ)又は(ｲ)に該当する二者の場合。ただし､(ｱ)については、更正会社又は再生手続存
　　　続中の会社である場合は除く。
    　(ｱ) 一方の会社の役員（常勤又は非常勤の取締役、会計参与、監査役、執行役員、理事、監
　　　　事その他これらに準ずる者をいい、社外役員は除く。以下の号において同じ。）が、他方
　　　　の会社の役員を現に兼ねている場合
　　  (ｲ) 一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６４条
　　　　第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合
　　ウ　ア又イに掲げる場合のほか、資本構成又は人的構成において関連性のある一方の会社によ
　　　る落札が他方の会社に係る指名停止等の措置の効果を事実上減殺するなどア又はイに掲げる
　　　場合と同視し得る資本関係又は人的関係があると認められる場合
(10)  原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めない。ただし、真にやむを得な
　　い事由を該当する省指名停止権者が認めた場合には、この限りでない。

２  契約条項
 (1)  適用する契約条項
　　ア　役務請負契約条項　　　
　　イ　談合等の不正行為に関する特約条項
　　ウ　暴力団排除に関する特約条項
 (2)  契約条項等を示す場所
  　陸上自衛隊明野駐屯地航空学校総務部会計課(土・日曜、祝日を除く0900～1700）

３  入札方法
    落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０％に相当する額を加算した
　金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。）をもって
　落札価格とするので入札者は消費税、地方消費税の課税事業者、免税事業者であることに拘わら
　ず入札書には見積もった金額の１１０分の１００を記載すること。
　



４  入札の無効
　(1) 第１項で示した競争に参加する者に必要な資格を有しない者のした入札。
　(2) 入札に関する条項に違反した入札。
　(3) 入札金額、入札者の氏名が判別し難い入札。 
　(4) 不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって談合をなした者の入札。
　(5) 入札者が実施した誓約書に虚偽があった場合又は誓約に反する行為があった場合。

５  契約書の作成
　　落札金額が１００万円以上の場合は作成する。
　　契約書記載要領の細部については、落札決定後落札者に説明する。

６　落札に関する事項
（1)　落札決定
　　　入札価格が、予算決算及び会計令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の範囲内で
  　あり、かつ、最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落札者となるべ
　　き最低入札者が２人以上ある場合は、直ちにくじにより落札者を決定する。
 (2)　違約金
 　 　落札者が契約締結に応じない場合は、落札金額の１００分の５以上、契約者が契約を履行し
　　ない場合は、契約金額の１００分の１０以上を違約金として徴収する。

７　代金の支払
　　履行検査合格後、提出される正当な請求書受理後、３０日以内に支払う。

８  その他
 (1)  郵便による入札については、令和８年７月３１日(金）１７時担当者到着分までを有効とする。
　　なお、事前に郵便入札の申し出を航空学校総務部会計課契約班まで行うとともに便着の確認を
　　すること。また、入札金額が同額による場合は当該入札に関係の無い職員により抽選を実施し
　　再度の入札となった場合は別途連絡する。
 (2)  電報・電話等による入札は認めない。
 (3)　入札に参加する者は、参加希望の旨を令和８年７月２９日（水）１２時までに下記問い合わ
　　せ先へ連絡するとともに、資格審査結果通知書(写)及び入札参加受付票を事前に提出すること。
　　(ＦＡＸ可)
 (4) 代表者以外での入札については、開札までに委任状を提出すること。（ＦＡＸ可）
 (5) 市価調査等の協力を依頼する。
 (6) 入札及び契約に関する詳細は、陸上自衛隊明野駐屯地総務部会計課 契約班窓口にて閲覧する
　か中部方面隊ＨＰ調達情報、中部方面会計隊入札公告・結果、心得・契約書を閲覧すること。
 (7) 入札及び仕様書に関する問い合わせ先
　 ア　入札に関する事項
　 　　〒５１９－０５９６ 三重県伊勢市小俣町明野５５９３－１ 陸上自衛隊明野駐屯地
　　　　　　　　　　　　　航空学校総務部　会計課契約班　担当：島田
　　　 ＴＥＬ：０５９６－３７－０１１１（内線384）、ＦＡＸ：０５９６－３７－２８０４
   イ　仕様書に関する事項
　　 　陸上自衛隊航空学校研究部　　担当：岡本
　　　 ＴＥＬ：０５９６－３７－０１１１（内線681)　
　本公告は、陸上自衛隊明野駐屯地　総務部会計課掲示板

　　　　　　陸上自衛隊明野駐屯地ホームページ　http://www.mod.go.jp/gsdf/akeno/

　　　　　　陸上自衛隊中部方面隊ホームページ　https://www.mod.go.jp/gsdf/mae/mafin/
　　　　　　に掲示している。



入札参加受付票

　　　契約担当官陸上自衛隊航空学校

　　　会計課長　殿

　　　１　入札件名：明野　電磁干渉に係る試験実施に伴う航空機の機能確認のための技術援助役務（OH-1）

　　　２　入札日時：８．８．３（月）１０００

　　　３　入札場所：航空学校総務部　会計課 入札室

     

　　　　　会社名、住所、代表者名、担当者名、担当者電話番号等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　会社電話番号：

　　　　　　ＦＡＸ番号：

　　　　　　メールアドレス：　

　　　５　入札方法（該当欄に○印を）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※インフルエンザ等感染予防のため

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便入札を推進しています。

持参 郵便
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調達要求番号：6KPB1AR0053 
陸 上 自 衛 隊 仕 様 書 

物品番号  仕 様 書 番 号 

電磁干渉に係る試験実施に伴う航空機の

機能確認のための技術援助役務（ＯＨ－

１） 

９ 

作    成 令和 ８年 ７月 ７日 

変    更       年  月  日 

作成部隊等名 陸上自衛隊航空学校研究部 

1 総則 

1.1 適用範囲 

この仕様書は，予め調達した電磁干渉試験実施に係る実施要領及び評価基準書（以下，“試験実施

要領・評価基準書”という。）に基づき試験を担任する部隊が実施する，航空機及び装備品並びに航

空機に搭載する任務装備品（本時において任務装備品とは，目的に応じて機外に懸吊又は着脱する装

備品を指す。以下同じ。）（以下，“航空機等”という。）と，試験対象品（以下，“供試品”という。）

との電磁干渉試験（以下，“試験”という。）において，航空機等の損傷を防止するために，専門的な

見地から試験が試験実施要領・評価基準書に基づいて実施されていることを確認し，所要の助言を行

う技術援助役務について規定する。 

1.2 用語及び定義 

この仕様書で用いる用語及び定義は，ＧＬＴ－ＣＧ－Ｚ０００００１，ＧＡＶ－ＣＧ－Ｗ５０００

０１及び仕様書番号２による。 

1.3 引用文書等 

1.3.1 引用文書 

この仕様書に引用する次の文書は，この仕様書に規定する範囲内において，この仕様書の一部を成

すものであり，入札書又は見積書の提出時における最新版とする。ただし，契約後に当該文書が改正

された場合には，その適用については別途協議するものとし，引用文書に定める事項がこの仕様書に

定める事項と相違する場合には，仕様書が優先する。 

1.3.1.1 仕様書 

ＧＬＴ－ＣＧ－Ｚ０００００１ 陸上自衛隊装備品等一般共通仕様書 

ＧＡＶ－ＣＧ－Ｗ５００００１ 陸上自衛隊等航空機等外注整備共通仕様書 

仕様書番号２         電磁干渉に係る試験実施要領及び評価基準書の作成役務 

1.3.1.2 法令等 

装備品等秘密の指定等に関する訓令（平成６年防衛省訓令第１０号）  

秘密保全に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第３６号） 

特別防衛秘密の保護に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第３８号） 

特定秘密の保護に関する訓令（平成２６年防衛省訓令第６４号） 

電子機器の航空機内での使用に係る電磁適合性評価要領について(通達)［陸幕航第１６４号（令

和５年１０月６日)］ 

明野駐屯地経理規則（平成２３年明野駐屯地達第１６－１号） 

1.3.1.3 その他 

ＴＡＳ－００４        観測ヘリコプター ＯＨ－１ 取扱書 

ＭＯ－７０１－ＯＨ１－２３  陸上自衛隊航空機等整備実施規定「ＯＨ－１(機体)」 
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ＭＯ－７０１－ＯＨ１－ＥＭＣ 陸上自衛隊航空機等整備実施規定｢ＯＨ－１(装備品組合せ表)｣ 

航Ｃ･Ｄ･Ｅ１５２０－０１８  陸上自衛隊補給カタログ「観測ヘリコプターＯＨ－１（機体）」 

観測ヘリコプターＯＨ－１に係る製造企業の技術資料 

供試品の技術資料 

試験実施要領・評価基準書（ＯＨ－１用） 

1.3.2 関連文書 

航空機の安全性の確保に関する訓令（令和７年防衛省訓令第３２号） 

 

2 技術援助に関する要求 

2.1 技術援助の対象航空機等名，実施場所，期間，人員及び作業内容 

2.1.1 対象航空機等名 

2.1.1.1 対象とする機種 

対象とする機種は，ＯＨ－１とする。 

2.1.1.2 対象とする形態 

対象とする形態は，表 1 による。 

表 1－対象とする形態 

項目 形 態 機 番 

1 
JAN/APX-119-B 搭載改修実施機かつ VHF/FM 機上無線機 JARC-F201

搭載形態 
32605 号～

32618 号 

2 
JAN/APX-119-B 搭載改修実施機かつ VHF/FM 機上無線機 JARC-F210

搭載形態 
32619 号～

32638 

2.1.1.3 対象とする装備品 

対象とする装備品は，表 2 とする。 

表 2－対象とする装備品 

項目 区分 名称 物品番号 参照番号 品目名 数量 

1 

表示制御

系統 

多機能表示器 

ＭＦＤ１ 

ＭＯ－７０１－ＯＨ１－ＥＭＣ 

陸上自衛隊航空機等整備実施規定 

「ＯＨ－１(機体)」 

第 2－1－1 表による。 

2 ＭＦＤ２ 

3 ＭＦＤ３ 

4 ＭＦＤ４ 

5 
統合制御処理器 

ＩＰＵ１ 

6 ＩＰＵ２ 

7 
統合制御表示器 

ＣＤＵ１ 

8 ＣＤＵ２ 

9 目標照準装置 ＨＵＤ ＳＧ 

10 
目標照準装置シンボ

ル表示器 
ＨＵＤ ＰＤＵ 

11 データ転送器 ＤＴＵ 

12 

通信識別 

系統 

ＶＨＦ／ＡＭ機上無線機 

13 ＵＨＦ／ＡＭ機上無線機 

14 ＶＨＦ／ＦＭ機上無線機 

15 音声処理器 ＶＰＵ 

16 機内通話装置 ＩＣＳ 

17 味方識別機 ＳＩＦ 

18 

航法系統 

姿勢方位基準装置 ＡＨＲＳ 

19 ドップラ速度センサ ＤＶＳ 

20 電波高度計 Ｒ／ＡＬＴ 

21 タカン航法装置 ＴＡＣＡＮ 

22 機上方向探知機 ＶＯＲ 

23 機上方向探知機 ＡＤＦ 

24 対気諸元計算機 ＡＤＣ 
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表 2－対象とする装備品（続き） 

項目 区分 名称 物品番号 参照番号 品目名 数量 

25 
自動操縦 

系統 
飛行制御計算機 ＦＬＣＣ 

ＭＯ－７０１－ＯＨ１－ＥＭＣ 

陸上自衛隊航空機等整備実施規定 

「ＯＨ－１(機体)」 

第 2－1－1 表による。 

26 

警報モニ

ター系統 

警報モニター信号処

理器 

ＷＭＰＵ１ 

27 ＷＭＰＵ２ 

28 
ﾁｯﾌﾟ･ﾃﾞｨﾃｸﾀ･ﾊﾟﾜｰ･ﾓ

ｼﾞｭｰﾙ 
ＣＤＰＭ 

29 
エンジン

系統 

エンジン 

30 
全電子式燃料制御装

置 
ＦＡＤＥＣ 

31 火災探知

系統 

火災探知機テスト・

スイッチ 

ＦＩＲＥ ＤＥ

Ｔ 

32 消火剤放出スイッチ 

33 
索敵サイ

ト系統 
索敵サイト  

34 武装系統 ＡＡＭ管制処理器  

35 電子戦 

系統 

レーダ警戒装置 ＲＷＲ ＳＰ  

36 赤外線妨害装置 ＩＲＣＭ  

37 
その他 

飛行諸元記録装置 ＦＤＲ  

38 機上画像記録装置 ＡＶＴＲ  

2.1.1.4 対象とする任務装備品 

対象とする任務装備品は，表 3 とする。 

表 3－対象とする任務装備品 

項目 器材名 

1 増槽 

2 ＡＡＭランチャー 

2.1.1.5 対象とする供試品 

対象とする供試品は，表 4 とする。 

表 4－対象とする供試品 

項目 器材名 型 式 構成数 

1 

情報端末 

iPad Mini5 MUXC2J/A １EA 

2 Galaxy Tab Active5 Pro １EA 

3 Samsung S24 Tactical Edition １EA 

4 ＷｉＦｉルーター SH-54C １EA 

5 イリジウム-Bluetooth 通信機 Global Hotspot １EA 

2.1.2 実施場所 

陸上自衛隊明野駐屯地（三重県伊勢市小俣町明野５５９３－１） 

2.1.3 期間 

令和８年８月２４日（月）～同年９月４日（金）の間の６日間とし、各日の０８１５～１７００を

基準とする。細部は付表 1 による。 

2.1.4 人員 

２名とする。 

2.1.5 実施内容 

2.1.1.1～2.1.1.5 に対する試験に関する技術援助 

2.2 技術援助の実施 

契約の相手方は，監督官の指示を受け，技術援助を実施するものとする。 
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2.3 技術援助の内容 

技術援助の内容は，調達要領指定書によって指定する場合を除き，次による。 

a) 試験実施要領・評価基準書に基づく，試験の実施及び試験結果の評価に対する確認及び助言 

b) 試験における，航空機等の損傷を防ぐための確認及び助言 

c) 試験の際に発生した航空機等の不具合に対する，試験との関係を明らかにするための調査に対

する確認及び助言 

d) 契約の相手方は，1.3 をはじめとする客観的妥当性を認め得る根拠等に基づき，技術援助を行う

ものとする。 

2.4 技術援助者の資格 

技術援助者の資格は，対象航空機等に関する技術援助を実施するために必要な専門的技能を有す

る者とする。 

2.5 作業記録等 

契約の相手方は，付表 2 に所要事項を記入し，監督官の承認を受けるとともに，検査官を経て契

約担当官に提出するものとする。 

 

3 品質保証 

監督及び検査は，契約担当官等が定める監督・検査実施要領による。 

 

4 その他の指示 

4.1 秘密保全 

契約の相手方は，物件，文書，図面などで特別防衛秘密，特定秘密又は秘密に指定しているもの

の取扱いは，“特別防衛秘密の保護に関する訓令”，“特定秘密の保護に関する訓令”，“秘密保全

に関する訓令”，“装備品等秘密の指定等に関する訓令”などの関係諸規則に基づき，その取扱いに

万全の注意を払わなければならない。 

4.2 仕様書に関する疑義 

この仕様書に関する疑義は，ＧＬＴ－ＣＧ－Ｚ０００００１の 8.3 による。 

4.3 問合せ先 

陸上自衛隊航空学校 研究部又は企画室 ０５９６－３７－０１１１（内７３１） 
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付表 2－作業記録（役務完了調書） 

作 業 記 録（役 務 完 了 調 書） 

品  名 

電磁干渉に係る試験実施に伴う航空

機の機能確認のための技術援助役務

（ＯＨ－１） 

調達要求番号 6KPB1AR0053 

実 施 年 月 日  監督官 検査官 

契 約 業 者 名  

  実 施 場 所  

役 務 の 区 分  

作 業 内 容 

作業細部 実施時刻 工数 実施者名 必要事項又は所見 

     

注 1. 本表は，原則として技術援助者が毎日作成し監督官の検印を受け，翌日までに監督官へ２部提出すること。 

注 2. 検印を受ける際、本表は技術援助者が印刷の上、持参すること。 

注 3. 技術援助者は，必ず工数を記入すること。 

注 4. 今後参考となる事項は，技術援助者の所見とともに「必要事項又は所見」の欄に記入すること。 

 



契約担当官陸上自衛隊航空学校

会　計　課　長　　横　地　康　弘　殿

1 件名等

件　　　名 規　　　格 単位 数量
金額

（消費税を含まない）

電磁干渉に係る試験
実施に伴う航空機の
機能確認のための技
術援助役務（OH-1）

仕様書のとおり ST 1

（金額の内訳を添付）

2 納 期 ： 仕様書のとおり

3 履 行 場 所 ： 陸上自衛隊明野駐屯地
4 落 札 方 法 ： 総額決定
5

　上記入札条件及び契約条項承諾の上、入札します。

　当社は、暴力団排除に関する誓約書に定める事項について誓約いたします。

住所・名称・代表者名・担当者名・担当者電話番号

  入　　札　　書　

代金の支払いは正当な請求書受理後３０日以内に支払う。

令和8年8月3日



拝啓
　時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
　　　　　　早々ですが市価調査にご協力をお願い申し上げます。

敬具

契約担当官
陸上自衛隊航空学校
会計課長　横　地　康　弘　殿

1 件名等

件　　　名 規　　　格 単位 数量
金額

(税抜き）

電磁干渉に係る試験
実施に伴う航空機の
機能確認のための技
術援助役務（OH-1）

仕様書のとおり ST 1

2 納 期 ： 仕様書のとおり

3 履 行 場 所 ： 陸上自衛隊明野駐屯地

令和　　年　　月　　日

　市場価格調査は、７月２９日（水）１２時までにお願いします。（ＦＡＸ可）

市　価　調　査

本件に際しまして、広く市場価格調査を実施し、適正な価格把握に努め予定価算定の資料
とするためご協力をお願いします。金額の内訳も適宜の様式で必ず添付してください。

住所・名称・代表者名・担当者名・担当者電話番号


